
 
 

京都市市税条例等の一部を改正する条例（令和４年６月１４日京都市条例第   号）

（行財政局税務部税制課） 

地方税法等の一部改正に伴い，次のとおり必要な措置を講じることとしました。 

１ 個人の市民税 

⑴ 個人の市民税に係る住宅借入金等特別税額控除について，当該控除が適用される

家屋を居住年が令和７年のものまでとする等所要の措置を講じます。（京都市市税

条例（以下「税条例」という。）附則第５条の３及び附則第３２条関係） 

⑵ 特定上場株式等に係る配当所得について，課税方式を所得税と一致させる措置を

講じます。（税条例附則第１７条の５の２関係） 

２ 固定資産税 

⑴ 下水道除害施設に係る固定資産税の課税標準の特例措置について，課税標準をそ

の価格に５分の４を参酌して１０分の７以上１０分の９以下の範囲内において市町

村の条例で定める割合（改正前４分の３）を乗じて得た額とすることとされたこと

に伴い，当該割合を５分の４とします。（税条例附則第７条関係） 

⑵ 固定資産課税台帳等に記載されている住所が不動産登記法第１１９条第６項の申

出に係る者の住所であるときは，当該住所に代わる事項を記載した固定資産課税台

帳等を閲覧に供し，又は当該住所に代わる事項を記載した固定資産課税台帳に記載

されている事項についての証明書を交付しなければならないこととされたことに伴

い，当該住所に代わる事項を記載した固定資産課税台帳等の閲覧又は固定資産課税

台帳に記載されている事項についての証明書の交付に係る手数料を徴収することを

明らかにします。（京都市証明等手数料条例別表第２関係） 

３ その他 

⑴ その他必要な規定の整備を行います。 

⑵ 上記２⑴の改正は公布の日から，上記１⑴の改正は令和５年１月１日から，上記

１⑵の改正は令和６年１月１日から，上記２⑵の改正は令和６年４月１日から施行

します。 
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 京都市市税条例等の一部を改正する条例を公布する。 

  令和４年６月１４日 

京都市長  門 川 大 作   

京都市条例第   号 

   京都市市税条例等の一部を改正する条例 

（京都市市税条例の一部改正） 

第１条 京都市市税条例の一部を次のように改正する。 

  第１条中「定」を「定め」に，「外」を「ほか」に改める。 

第４条の見出し中「賦課もれ等」を「賦課漏れ等」に改め，同条第１項中「賦課もれ

等」を「賦課漏れ等」に，「または」を「又は」に，「もしくは」を「若しくは」に改

め，同条第２項中「または」を「又は」に，「もしくは」を「若しくは」に改め，同条

第３項から第５項までの規定中「または」を「又は」に改める。 

第２８条第２項中「前項に規定する」を「前項の」に改め，同条第３項中「第１項に

規定する」を「第１項の」に，「おいては」を「は」に改め，同条第４項中「より第１

項に規定する」を「より第１項の」に，「おいては」を「は」に，「に第１項に規定す

る」を「に同項の」に改め，同条第６項中「おいて」を削り，同条第７項中「おいては」

を「は」に改め，同条第８項前段及び第９項前段中「おいて」を削る。 

第２８条の２の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改める。 

第２８条の２の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め，同

条第１項中「あって，」の右に「法第３１７条の３の３第１項に規定する特定配偶者又

は」を加え，「（控除対象扶養親族を除く。）」を削る。 

第３７条の５第１項第１号中「本条」を「この条」に改め，同項第２号中「または」

を「又は」に改める。 

第３７条の８（見出しを含む。），第３７条の９及び第３７条の１１ただし書中「ま

たは」を「又は」に改める。 

第４６条の２の見出し及び第４６条の３（見出しを含む。）中「案分」を「按分」に

改める。 

第５５条第１項各号列記以外の部分中「但し」を「ただし」に改め，同項第１号中

「因り」を「より」に改め，同項第３号中「又は収納」を「若しくは収納」に，「因り」

を「より」に，「基く」を「基づく」に改め，同項第４号中「因り」を「より」に改め，
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同項第５号中「外」を「ほか」に改める。 

第５８条本文中「本条」を「この条」に改める。 

第７４条第１項前段中「本節」を「この節」に改める。 

第１３３条第２項中「または」を「又は」に改める。 

第１３８条第２項中「もしくは」を「若しくは」に，「本項」を「この項」に，「ま

たは」を「又は」に改める。 

第１４０条中「本条」を「この条」に改める。 

第１４３条第１項中「または」を「又は」に改め，同条第２項中「または」を「又は」

に改め，「以下」を削る。 

第１４４条中「または」を「又は」に改める。 

第１４５条第１項中「または」を「又は」に，「もしくは」を「若しくは」に，

「（通知書」を「（次項において「通知書」」に改め，「。次項において同じ」を削る。 

第１８７条第１項及び第３項中「本節」を「この節」に改める。 

第１９０条第１項中「本条」を「この条」に改める。 

第１９３条第２項及び第１９６条第２項中「本項」を「この項」に改める。 

第２０２条第１項中「または」を「又は」に改め，同条第２項中「または」を「又は」

に改め，「以下」を削り，「同様とする」を「同じ」に改める。 

第２０３条中「または」を「又は」に改める。 

第２０４条第１項中「または」を「又は」に，「もしくは」を「若しくは」に，

「（通知書」を「（次項において「通知書」」に改め，「。次項において同じ」を削る。 

附則第３条の見出し中「または」を「，又は」に改める。 

附則第４条の５第３項第１号中「に第１項に規定する」を「に同項の申告書」に，「，

第１項に規定する」を「，第１項の」に改め，「記載した」の右に「申告書」を加える。 

附則第５条第３項第１号中「に第１項に規定する」を「に同項の申告書」に，「，第

１項に規定する」を「，第１項の」に改め，「記載した」の右に「申告書」を加える。 

附則第５条の３第１項中「令和１５年度」を「令和２０年度」に，「令和３年」を

「令和７年」に改める。 

附則第７条第１項第１号中「第２７項第３号及び第３５項」を「第２６項第３号及び

第３４項」に改め，同項第２号中「及び第２７項第２号」を削り，「４分の３」を「５

分の４」に改め，同項第３号中「附則第１５条第１６項本文」を「附則第１５条第１５
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項本文」に改め，同項第４号中「附則第１５条第２７項第１号及び第３０項」を「附則

第１５条第２６項第１号及び第２９項」に改め，同項第５号中「附則第１５条第３４項」

を「附則第１５条第３３項」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号の次に次の１

号を加える。 

⑸ 法附則第１５条第２６項第２号 ４分の３ 

附則第１８条の２第３項中「，第３７条の８又は第３７条の９」を「又は第３７条の

８」に改める。 

附則第１９条の２の２第３項後段，第１９条の３第５項後段及び第１９条の４第３項

後段中「に第１項に規定する」を「に同項の」に改める。 

附則第３２条第１項を削り，同条第２項中「「令和１５年度」とあるのは「令和１７

年度」と，「令和３年」とあるのは「令和４年」と，」を削り，「「法附則第６１条第

４項」を「，「法附則第６１条第２項」に改め，同項を同条とする。 

第２条 京都市市税条例の一部を次のように改正する。 

第２８条第１項第１号中「勤労学生控除額，」の右に「法第３１７条の２第１項各号

列記以外の部分に規定する」を加え，「（同法第２条第１項第３３号の４に規定する源

泉控除対象配偶者に係るものを除く。）」を削る。 

附則第１７条の５の２第１項前段中「附則第３５条の２の６第１１項及び第１５項」

を「附則第３５条の２の６第８項及び第１１項」に改め，同条第２項各号列記以外の部

分中「当該特定上場株式等の配当等の支払を受けるべき年の翌年の４月１日の属する年

度分の市民税」を「前年分の所得税」に，「つき前項」を「つき同条第１項」に，「受

けようとする旨の記載のある法第３１３条第１３項に規定する特定配当等申告書を提出

した」を「受けた」に改め，「（次に掲げる場合を除く。）」及び「ものとし，所得割

の納税義務者が前年中に支払を受けるべき特定上場株式等の配当等に係る配当所得につ

いて第２７条第１項及び第２７条の３の規定の適用を受けた場合には，当該納税義務者

が前年中に支払を受けるべき他の特定上場株式等の配当等に係る配当所得については，

前項の規定は，適用しない」を削り，同項各号を削る。 

附則第１９条の２の２第１項中「附則第３５条の２の６第１５項」を「附則第３５条

の２の６第１１項」に改め，同条第３項及び第４項を削る。 

附則第１９条の２の３第１項中「附則第３５条の２の６第１２項」を「附則第３５条

の２の６第９項」に改める。 
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（京都市証明等手数料条例の一部改正） 

第３条 京都市証明等手数料条例の一部を次のように改正する。 

別表第２⑵の項中「固定資産課税台帳」の右に「（同条第１項ただし書の規定による

措置を講じたものを含む。）」を加え，「同条第１項」を「同項」に，「又は」を「若

しくは」に改め，「事務」の右に「又は法第３８７条第３項若しくは第４項の規定によ

り土地名寄帳若しくは家屋名寄帳若しくはそれらの写しを閲覧に供する事務」を加え，

同表⑶の項中「証明書」の右に「（同条ただし書の規定による措置を講じたものを含

む。）」を加える。 

第４条 京都市証明等手数料条例の一部を次のように改正する。 

別表第２⑴の項中「交付」の右に「（法第３８２条の４の規定により当該証明書に住

所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）」を加え，同表⑵の項中「それらの

写しを閲覧に供する事務」の右に「（法第３８２条の４の規定により固定資産課税台帳

又は土地名寄帳若しくは家屋名寄帳に住所に代わる事項の記載をしたものを閲覧に供す

る事務を含む。）」を加え，同表⑶の項中「交付」の右に「（法第３８２条の４の規定

により当該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）」を加える。 

（京都市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第５条 京都市市税条例の一部を改正する条例（令和３年６月１４日京都市条例第４号）

の一部を次のように改正する。 

第２条のうち第２８条の２の３第１項の改正規定を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各

号に定める日から施行する。 

 ⑴ 第１条中第２８の２の２の見出し並びに第２８条の２の３の見出し及び同条第１項

の改正規定並びに附則第５条の３第１項，第１８条の２第３項及び第３２条の改正規

定並びに第５条及び次条第１項の規定 令和５年１月１日 

 ⑵ 第２条及び次条第２項の規定 令和６年１月１日 

 ⑶ 第４条及び附則第３条第２項の規定 令和６年４月１日 

（市民税に関する規定の適用区分） 

第２条 第１条の規定による改正後の京都市市税条例（以下「改正後の条例」という。）
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第２８条の２の３第１項の規定は，前条第１号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受

けるべき所得税法第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第２０３条の７の

規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）につい

て提出する改正後の条例第２８条の２の３第１項に規定する申告書について適用し，同

日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した第１条の規定による改正前の京都

市市税条例第２８条の２の３第１項に規定する申告書については，なお従前の例による。 

２ 第２条の規定による改正後の京都市市税条例の規定は，令和６年度以後の年度分の個

人の市民税について適用し，令和５年度分までの個人の市民税については，なお従前の

例による。 

（固定資産税に関する規定の適用区分） 

第３条 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一

部を改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の規定による改正前の地方税法附則第

１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税については，なお従前

の例による。 

２ 第４条の規定による改正後の京都市証明等手数料条例別表第２の規定は，同条の規定

の施行の日以後にされる地方税法第２０条の１０の規定による納税証明書の交付，同法

第３８２条の２の規定による固定資産課税台帳（同条第１項ただし書の規定による措置

を講じたものを含む。）の閲覧又は同法第３８７条第３項若しくは第４項の規定による

土地名寄帳若しくは家屋名寄帳の閲覧及び同法第３８２条の３の規定による証明書（同

条ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）の交付について適用する。 

（行財政局税務部税制課） 

 


